
新たな難治性疾患対策の在 り方検討チーム
(第 4回 )

時 :平 成
18

場 所 :

議 事 次 第

1.開 会

2.議 事
(1)今後の難治性疾患対策について
口難病対策委員会での検討状況について
・平成 24年度難病対策概算要求について
・希少性 日難治性疾患対策改革の進め方について

(2)そ の他
・関連制度の動向について (高額療養費、障害者施策)

3.閉会

<配布資料>
資料 1-1 難病対策委員会での検討状況について
資料 1-2 同上 別紙
資料 2   平成 24年度難病対策に関する概算要求予算の概要
資料 3   平成 24年度小児慢性特定疾患治療研究事業関係概算予算要求の概要
資料 4   高額療養費の見直しの検討状況について
資料 5   障害者施策の検討状況について
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新たな難治性疾患対策の在 り方検討チームの設置に
ついて

平成23年 11月現在

1.趣旨
難治性疾患対策について、医療、研究、福祉、就労・雇用支援

施策等制度横断的な検討が必要な事項について検討を行うため、

厚生労働省に「新たな難治性疾患対策の在り方検討チーム」(以下

「検討チーム」という。)を設置する。

2.主な検討事項
(1)難治性疾患の患者に対する医療費助成の在 り方 (小児慢性特
定疾患に関するキャリーオーバーの問題を含む。)

(2)難治性疾患に関する研究事業の在り方 (医薬品の開発を含む。)
(3)難治性疾患の患者に対する福祉サービスの在り方
(4)難治性疾患の患者に対する就労・雇用支援の在り方

3.構成
(1)検討チームは辻副大臣を座長、藤田政務官及び津田政務官
を副座長とする。

(2)検討チームは、別紙のメンバーを構成員とする。
(3)座長又は副座長が必要があると認めるときは、関係部局等の
職員の参加を求めることができる。

4.事務局
(1)検討チームに事務局を置く。
(2)事務局に事務局長を置く。
(3)事務局長は健康局疾病対策課長とする。
(4)(3)に掲げる者のほか、事務局の構成員は、関係部局等の課
長クラスの者とする。

(5)事務局の庶務は、関係部局等の協力を得て、健康局疾病対策
課において処理する。



(別紙 )

座   長   辻副大臣

副 座 長   藤田政務官、津田政務官

メ ン バー   大臣官房技術総括審議官
医政局長

健康局長

医薬食品局長

高齢・障害者雇用対策部長

雇用均等・児童家庭局長

障害保健福祉部長

老健局長

保険局長

(その他必要に応じて座長が指名する者 )

事 務 局 員  大臣官房厚生科学課長
健康局疾病対策課長 <事務局長>
医政局国立病院課長

医政局研究開発振興課長

医薬食品局審査管理課長

高齢・障害者雇用対策部障害者雇用対策課長

雇用均等・児童家庭局母子保健課長

障害保健福祉部企画課長

老健局老人保健課長

保険局保険課長

(その他必要に応じて事務局長が指名する者が参加)



資料1-1

第15回難病対策委員会
10月 19日開催 :資料 1

難病対策委員会での検討状況について

平成23年 11月 1日

厚生労働省健康局



対象疾患の公平性の観点 (別紙1～4)

・ 難治性疾患の4要素 (①希少性②原因不明③治療方法未確立④生活面への長期の支障)

を満たす疾患であつても、特定疾患治療研究事業の対象疾患(現行56疾患)となっていない
ものがあり、希少性難治性疾患の間でも不公平感がある。
口難治性疾患克服研究事業の対象疾患も、臨床調査研究分野の130疾患及び研究奨励分野
の214疾患(H22年実績)に限定されており、診断基準が確立していないものも含め細分化す
ると5000～ 7000あると言われている希少性難治性疾患の一部にしか対応していない。また、
それら130疾患及び214疾患の中には、4要素を満たしていないものも含まれる。
日医療費補助対象疾患、研究対象疾患については、公平性の観点からも、ある一定の基準を
もとに、入れ替えることを考える必要があるのではないか。

特定疾患治療研究事業運用の公正性の観点 (別組5。 別紙6)
・ 受給申請の審査が不十分 (患者自己負担軽減のため、医師が認定のために行う診断が甘く

なつている等)であることなどから、本来対象外の者も対象となつているとの指摘がある。

日本来事業対象外の治療 (認定された特定疾患に係る治療以外の医療)に対しても助成がな
されている事例がある。

・ 実施要綱上他法優先を定めているにも関わらず、患者負担が少ない特定疾患治療研究事
業が利用されているとの指摘がある。
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③ 他制度との均衡の観点 (層J悧17)
一般の医療保険制度に上乗せされる他の公費負担制度と比較して、特定疾患治療研究事

業をどう考えるか (例 :小児慢性特定疾患治療研究事業、自立支援医療)

入院時食事療養標準負担額等も補助の対象となつている。

④

⑤

ロ

制度安定性の観点

臨床調査個人票の患者データの質,効率性の観点

(房lJttE8)

(層lJ悧籠9)

近年、受給者増 (2-3万人/年 )・医療費増 (100億円/年 )の状況であり、補助要綱上、予算の

範囲内で国が1/2補助することとなつているものの、現実的には大幅な都道府県の超過負
担が続いており、不安定な制度となっている.

難病の診断が厳密に行われておらずデータの質が研究に資するものではないこと、都道府
県により、対象患者のデータ入力状況がまちまちであることから、統計データとしての精度に

問題がある。

患者一人一人の詳細な臨床データを入力することへの都道府県の負担が大きい一方、これ
らデータは疫学情報としても精度の問題もあり、データ収集の方法としては効率的ではない。

患者、診断医、行政 (都道府県)それぞれが、データ入力によるインセンティブを感じられる
制度になっていないとの指摘がある。

特定疾患治療研究事業は、福祉的側面のみが強調されており、患者、診断医、行政 (都道
府県)ともに、本来の研究的意義への認識が薄くなつているとの指摘がある。
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総合的施策の観点 (層lJ紙 10)

日難病対策が医療費助成、研究に偏重しており、難病に対する国民の理解編忍知度を深めるた

めの普及啓発や雇用・就労の促進などの総合的な対策が進んでいない。

日各都道府県に設置されている難病相談・支援センターは、都道府県によっては、基盤が脆弱

であり、活動にも差がある。
日難病患者団体が力をつけて、患者間の支援、ネットワーク化あるいは研究など、自らもよリー

層難病対策に取り組むことが望ましい。

・ 難病研究、治療法開発等の国際連携が十分図られていない。
・ 難病患者へ自らの疾患に関する最新情報の提供、災害弱者たる難病患者への危機管理上

の特段の配慮等のサービスが必要ではないか。

その他 (層lJ紙 11)
口現行制度そのままの継続は困難であり、抜本的に難病対策の見直しを進めていく必要があ

るのではないか。
口医療保険制度、障害者施策等の他制度の改革と整合性を図りながら、難病対策のあり方に

ついて議論をする必要があるのではないか。

・ 特定疾患治療研究事業の研究的倶1面と福祉的側面の考え方を整理する必要があるのでは

'Lに

いか。

・ いわゆる「難病」の定義について、整理する必要があるのではないか。

(希少性(概ね5万人未満)、 原因不明、治療方法未確立、生活面への長期の支障及び診断基準が一応確立している等)

・ 小児慢性特定疾患治療研究事業の対象疾患(例 :胆道閉鎖症など)であつて特定疾患治療

研究事業の対象とならないものについては、20才以降、医療費助成を受けることができない、
いわゆるキャリーオーバーの問題がある。 -3-
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現行の難治性疾患研究概念図
別紙¬



別 紙 2

特定疾患治療研究事業の対象疾患経緯一覧
疾患番

疾患名 実施年月日 受給者証所持者数

1 ベーチェット病 昭和47年 4月 1769〔

多発性硬化症 昭禾口48奪二4月 14,225

重症筋無力症 昭和47年 4月 17.12〔

4 L身性エリテマトーデス 57,25〔

スモン 1.75(

写生不農性曾血 昭和48年 4月 9,47S

ナルコイドーシス 昭和49年 10月 20.15C

力萎縮性側索硬化症 8,49乏

陰皮症 皮ヽ膚筋炎及び多発性筋炎 4164〔

寺発性血小板減少性紫斑病 22,85〔

嗜節性動脈周囲炎 昭禾□50年 10月 718〔

貴瘍性大腸炎 113,30〔

た動脈炎症候群 5,572

ゴュルガー病 7.591

天疱盾
普髄小脳変性症 昭和51年 10月 23,23(

クローン病 30,891

離治性 肝 炎の うち劇 症 肝 炎

悪性関節リウマチ 昭和52年 10月 6,04(

7ヾ一キンソン病関連疾患 104,40(

C 進行性核上性麻痺 平成 15年 10月
σ 太脳皮質基底核変性症 平成 15年 10月
ペーキンソン病 昭不口53年 10月
アミロイドーシス 昭禾□54年 10月 141(

髪縦靭帯骨化症 昭和55年 12月 29291

ンヽチントン病 昭禾□56年 10月
Eヤモヤ病 (ウイリス動脈輪閉塞症 ) 昭和 57年 10月 12.88〔

シェゲナー肉芽腫症 昭和59年 1月 1,605

唐畢 4・4壮幕 型 rらぅ而 p_l、 F、飾 席 昭和 60年 1月 22.134

多系統萎縮症 11 11

嗅条体黒質変性症 平成 15年 10月

C ケリーブ橋小脳萎縮症 昭不口51年 10月

C シャイ・ドレーガー症候群 昭和 61年 1月
浸皮 水 疱 症 (授合部 型及 び栄番 障害 型 ) 昭和62年 1月
農疱性乾癬 昭和63年 1月 163(

30 な範春柱管狭窄症 昭和64年 1月 ※出典 :衛生行政報告例

※対象疾患は平成21年4月 1日現在における対象疾患である。
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嘆患番号 疾患名 実施年月日 受給者証所持者数
票発性胆汁性肝硬変 平成 2年 1月 1705(

重症急性膵炎 平成 3年 1月 1,18(

降発性大限骨頭壊死症 平成 4年 1月 1331(

34 昆合性結合組織病 平成 5年 1月 9,01(

票発性免疫不全症候群 平成 6年 1月 1,16`

FBH雪性肺炎 平成 7年 1月 5,681

個1莫色素変性症 平成 8年 1月 2595`
プリオン病 平成14年 6月 統合 42Z

フロイツフェルト・ヤコブ病 平成 9年 1月

⑫ デルストマン・ストロイスラー・シャインカー病 平成 14年 6月

C 致死性家族性不眠症 平成 14年 6月

肺動脈性肺高血圧症 平成 10年 1月 1,27`

40 神経線維腫症 平成¬0年 5月 2,99(

41 亜急性硬化性全脳炎 T71成 10年 12月
バッド・キアリ(Budd―Chia百 )症候群

晨性血栓塞栓性肺高血圧症 1,10〔

ライソゾーム病 平成 14年 6月 統 合
F ファブリー病 平成 11年 4月
σ ライソゾーム病 平成13年 5月
45 目1腎白質ジストロフィー 平成 12年 4月
家族性高コレステロール血症 (ホモ接合体 ) 平成21年 10月 未集計

肯髄性筋萎縮症 平成21年 10月 未集計

味脊髄性筋萎縮症 平成21年 10月 未集 計

日性炎症性脱髄性多発神経炎 平成21年 10月 未集計

lB大型心筋症 平成21年 10月 未集計

陶東型心筋症 平成21年 10月 未集計

ミトコンドリア病 平成21年 10月 未集引
リンパ脈 管 筋Π重症 (LAM) 平成21年 10月 未集副

54 重症多形滲出性紅斑 (急性期 ) 平成21年 10月 未集引

彗色靭帯骨化症 平成 21年 10月 未集副

間1菌下垂体機能障害 (PRL分泌異常症、ゴナ
トヾロピン分泌異常症、ADH分泌異常症、下垂
本性TSH分泌異常症、クッシング病、先端巨
た症、下垂体機能低下症 )

平成21年 10月 未集副

合計 679,33〔

平成21年度末現在



特定疾患治療研究事業疾患別受給者件数の推移
男11紙3
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特定疾患治療研究事業の対象疾患への追加に関する患者団体等からの要望一覧 男11抵4

庫 豊 名 患者会等

′on Hippel―Lindau病 von Hippel― Lindau病 患者の会 (通称 :ほ つとchain)

2 強直性脊椎炎 日本強直性脊椎炎友の会

3 RSD(反 射性交感神経性 ジス トロフィー ) CRPS患 者の会、かばちゃの会
4 HAM 全国 HAM患 者友の会 (ア トムの会 )
5 FOP(進 行性 骨化性 線維異 形 成症 ヽ進 行性 化骨筋 炎 ) 」―FOP～ 光 ～患者会
6 線維筋痛症 NPO法 人線維筋痛症友の会
7 胆道閉鎖症 胆道閉鎖症の子 どもを守る会

8 1型糖尿病 IDDM全 国 イン ター ネ ット患 者 会 iddm.21、 近 畿 つ ば み の 会 (4、児期発症インスリン依存型糖尿病患者・家族会 )
9 マル フア ン症候 群 マルフアンサポーターズ協議会
10 腹膜偽粘液腫 腹膜偽粘液腫患者支援の会

プラダー・ウィリー症候群 日本プラダー・ウィリー症候群協会

12 XP(色 素性乾皮症 ) 全国色素性乾皮症 (XP)連 絡会
13 エー ラス・ダンロス症候群 CTDサ ポーターズ協議会 (旧マルフアンサポーターズ協議会 )
14 水疱型先天性魚鱗癬様紅皮症 魚鱗癬 の会

15 非水疱型先天性魚鱗癬様紅皮症 魚鱗癬の会

16 シックハウス症候群 シックハウス連絡会

17 混合型血管奇形 混合型血管奇形の難病指定を求める会、混合型血管奇形の難病指定を求める議員連盟

18 フエニルケ トン尿症 フエニルケ トン尿症親の会・医療費助成委員会

19 シャルコー・マ リー・ トウース病 シャル コー・マ リー・ トゥース病友の会 (準備会 )

20 軟骨無形成症 つ くしの会

21 脳脊髄液減少症 特定非営利活動法人サン・クラブ

22 遠位型 ミオバチー 遠位型 ミオパチー患者会

23 慢性疲労症候群 (CFS) 慢性疲労症候群友の会

24 ノlヽ 県 杢 百
j4片
庶 疸 日本小児神経学会、日本てんかん学会

25 ラスムッセン症候群 日本小児神経学会、日本てんかん学会

26 慢性活動性 EBウ ィルス感染症 慢性活動性 EBウ ィルス感染症患者の親の会
27 ア トピー性脊髄 炎 ア トピー性脊髄炎患者会

28 ジス トニア NPO法 人 ジス トニア友の会
29 ポルフィリン症 全国ポルフィリン症代謝障害者患者会、民主党ポルフィリン症を考える会議員連盟

30 コケイン症候群 中標津町、日本コケイン症候群ネットワーク
31 膵嚢胞線維症 膵嚢胞線維症の治療環境を実現する会、膵嚢胞線維症患者と家族の会
32 発 作 性 夜 闇 ヘモゲ ロビン尿 席 (PNH) 再生つばさの会
33 CAPS(クリオピン関連周期性発熱症候群 ) CAPS員 者・家族の会
34 間質性膀眺炎 日本間質性膀眺炎患者情報センター
35 フエ ル 十 一 庁 1■群 フエル ナー症 候 群 愚 者 家 族 の 会

36 成人先天性心疾患 全国心臓病の子どもを守る会

※ 注1)平成23年 3月 末までに寄せられた要望をまとめたもの。注2)名 称等によリイ国人が特定される団体を除く。
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特定疾患治療研究事業実施要綱 (抜粋 ) 別 紙 5

(昭和48年4月 17日衛発第242号

最終一部改正 :平成21年 10月 30日健発1030第 3号 )

第4対 象者

第3に掲げる対象疾患にり患した患者であつて、医療機関 (健康保険法に規定する指定訪間看護事業者並び

に介護保険法に規定する指定居宅サービス事業者 (同法に規定する訪問看護を行うことが出来る者に限る。)及

び同法に規定する指定介護予防サービス業者 (同法に規定する介護予防訪問看護を行うことが出来る者に限る

。)を含む。以下同じ。)において当該疾患に関する医療書く方もしくは高齢者の医療の確保に関する法律の規定

による医療に関する給付を受けている者又は当該疾患に関する介護保険法の規定による訪間看護、訪間リハビ

リテーシヨン、居宅療養管理指導、介護療養施設サービス、介護予防訪間看護、介護予防訪間リハビリテーション

若しくは介護予防居宅量管理指導を受けている者であつて、国民健康保険法の規定による被保険者及び健康保

険法、船員保険法、国家公務員共済組合法、地方公務員等共済組合法若しくは私立学校教職員共済法の規定

による被保険者又は被扶養者並びに高齢者の医療の確保に関する法律の規定による被保険者とする。

ただし、他の法令の規定により国又は地方公共団体の負担による医療に関する給付が行われる者は除くもの

とする。

第6対 象医療の範囲

治療研究事業の対象となる医療は、重症者であるか否に関わらず、別に定める手続きにより認定された対象

疾患及び当該疾患に付随して発現する傷病に対する医療に限られる。なお、スモンについては、主たる神経症状

(下肢の異常知覚、自律神経障害、頑回な腹部症状等)に加えて、これが誘因となることが明らかな疾病 (循環器

系及び泌尿器系の疾病のほか、骨折、白内障、震戦、高血圧、慢性頭痛、めまい、不眠、膝関節痛、腰痛、歯科

疾患等)を幅広く併発する状況にあることに留意すること。
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別紙 6

特定疾患別身体障害者手帳の取得状況一覧

身体障害者手帳

特定疾患 有

ウェゲナー肉芽腫症 15.0%

特発性拡張型心筋症 27.6%

多系統萎縮症 53.5%

表皮水疱症 21.5%

膿疱性乾癬 8.2%

広範脊柱管狭窄症 38.7%

原発性胆汁性肝硬変 3.8%

重症急性膵炎 4.6%

特発性大腿骨頭壊死症 46.0シ

混合性結合組織病 7.10/

原発性免疫不全症候群 11.90/

持発性間質性肺炎 25.20/

旧1莫色素変性症 54.6%

プリオン病 22.7ツ

原発性肺高血圧症 44.7%

神経線維腫症 (I,I型 ) 21.1%

亜急性硬化性全 1菌炎 89,4%

′ヾッド・キアリ症候群
ン
４

，
′
３

持発性慢性肺血栓塞栓症 40.5%

ライソゾーム病 39.3%

ヨJ腎白質ジストロフィー 70.8%

全疾患平均 21.1%

「臨床調査個人票に基づく特定疾患治療研究医療受給者調査報告書 -200フ年度医療受給者一」

厚生労働省科学研究費補助金難治性疾患克服研究事業 特定疾患の疫学に関する研究班
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身体障害者手帳

持定疾患 有

ベーチェット病 16.1%

多発性硬化症 32.6%

重症筋無力症 9.0%

全身性エリテマトーデス 11.9%

再生不良性貧血
υ
ス
う
０
６

サルコイドーシス 10,7%

筋萎縮性側索硬化症 56.3%

強皮症 10.0%

皮膚筋炎及び多発性筋炎 14.3%

特発性血小板減少性紫斑病 5.5%

結節性動脈周囲炎 16.1%

潰瘍性大腸炎 3.6%

大動脈炎症候群 17.3%

ビュルガー病 19.50/

天疱情 6.2%

脊髄小脳変性症 55.30/

クローン病 11.90/

難治性の肝炎のうち劇症肝炎 3.6骸

悪性関節リウマチ 48.8%

パーキンソン病関連疾患 30.7ツ

アミロイドーシス 26.9%

後縦靱帯骨化症 32.0%

ハンチントン病 53.Oγ

モヤモヤ病 20.7ツ



階 層 区 分
対象者別の一部自己負担の月額限度額

入院 外来等
生計中心者が患者

本人の場合

A 生計中心者の市町村民税が非課税の場合 0 0 C

B 生計中心者の前年の所得税が非課税の場合 4,500 2,250

対象患者が生計
中心者であると

きは、左欄によ
り算出した額の
1/2に該当す
る額をもつて自
己負担限度額と
する。

C 生計中心者の前年の所得税課税年額が5,000円 以下の場合 6,900 3,450

D
生計中心者の前年の所得税課税年額が5,001円 以上15,000円 以下

の場合
8,500 4,250

E
生計中心者の前年の所得税課税年額が15,001円 以上40,000円 以

下の場合
11,000 5,500

F
生計中心者の前年の所得税課税年額が40,001円 以上70,000円以

下の場合
18,700 9,350

G 生計中心者の前年の所得税課税年額が70,001円以上の場合 23,100 11,550

重症者認定 0
ハ
Ｖ C

特定疾患治療研究事業の自己負担限度額表 男11砥7

備考 :1.「市町村民税が非課税の場合」とは、当該年度 (7月 1日から翌年の 6月 30日 をいう。)において市町村民
税が課税されていない (地方税法第 323条 により免除されている場合を含む。)場合をいう。
2.10円 未満の端数が生じた場合は、切 り捨てるものとする。
3.災害等により、前年度と当該年度との所得に著しい変動があつた場合には、その状況等を勘案して実情に即
した弾力性のある取扱いをして差し支えない。

4.同一生計内に 2人以上の対象患者がいる場合の 2人 目以降の者については、上記の表に定める額の 1/10
に該当する額をもつて自己負担限度額とする。
5.上記の自己負担限度額は入院時の食事療養費を含む (標準負担額 :所得に応じ1食あたり100円～260円 )。
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(参考 )
/Jヽ 児 慢 ′陛 特 定 疾 患 治 塀喜石汗

~― 要許募逹 |こ ゴ61す ′ら 自 己 誓懃■旦 F艮理重 額 表

階 層 区 分
自 己 負 担 限 度 額

フ ゝ 院 外 来

帰
よ
な
に
滑
律
円
法
の
る
等
す
人
関
邦
に
留
援
残
支
国
の
中
立
び
自
及
の
帯
後
世
国
護
帰
帯

保
住
世

被
永
給

の
び
受

法
及
付

護
進
給

保
促
援

活
の
支

生
国
る

O O

生 靖 十 E押 ′己、三き
'σ
つ司守田丁本寸 Eミ和咆カミチト尋襄刀屯の 修みイン O ○

生 計 中 心 者 の 前 年 の 所 得 税 が 非 課 税 の 場 合 2,200 1,■ OO

」ヒ言十 匡押 ′己 理ヽ罫 6つ 育釘生

「

6つ 戸斤響手担見尋婁凋蒐在

「

客頁 カミ5,OOOF¬ じ人 l-6つ 場み
本
EEr

3,400 ■,700

生 計 中 心 者 の 前 年 の 所 得 税 課 税 年 額 が 5,OO■ 円 以 上
■5,OOOFЧ  L工

~F6つ
ち易イ)

4,200 2,■ 00

生 言十 中 ′己ヽ 者 の 前 年 σつ 所 得 税 課 税 年 額 が ■5,00■ F可 以 上
40,000Fヨ LX~Fσつ ち易イ)

5,500 2,750

生 言十中 ′己ヽ 皐罫 σつ 甫南生喜 ιつ 所 得 税 課 税 年 萄頁が 40,00■ F¬ 以 上
70,000F可 以 下 の 場 合

9,300 4,650

生 言十 匡押 ′己 者ヽ ιつ 前 年 の 所 得 税 課 税 年 額 力ゞ70,OO■ F月 以 ‐ ιつ 場
^口

1 1,500 5,750

重 症 者 認 定 0 O

(備考 )
1「市町村民税が非課税の場合」とは、当該年度(7月 1日 がら翌年の6月 30日 をいう。)において市町村民税が課税されていない(地方税法第323条により免除されている場合を含む。)場合をいう。
2この表の「所得税課税年額」とは、所得税法(昭和40年法律第33号 )、 租税特別措置法(昭和32年法律第26号 )及び災害被害者に対する租税の減免、徴収猶予等に関する法律(昭和22年法律第175号 )の規定に
よつて計算された所得税の額をいう。ただし、所得税額を計算する場合には、次の規定は適用しないものとする。

(1)所得税法第78条第1項、第2項第1号、第2号 (地方税法第314条の7第 1項第2号に規定する寄附金に限る。)、 第3号 (地方税法第314条の7第 1項第2号に規定する寄附金に限る。)、 第92条第
1項、第95条第1項、第2項及び第3項

(2)租税特別措置法第41条第1項、第2項及び第3項、第41条の2、 第41条の3の2第4項及び第5項、第41条の19の 2第 1項、第41条の19の 3第 1項及び第2項、第41条の19の 4第 1項及び第2項並
びに第41条の19の 5第 1項
(3)租税特別措置法の一部を改正する法律(平成10年法律第23号 )附則第12条
310円未満の端数が生じた場合は、切り捨てるものとする。
4災害等により、前年度と当該年度との所得に著しい変動があつた場合には、その状況等を勘案して実情に即した弾力性のある取扱いをして差し支えない。
5同一生計内に2人以上の対象患者がいる場合は、その月の一部負担額の最も多額な児童以外の児童については、上記の表に定める額の1/10に該当する額をもつて自己負担限度額とする。
6前年分の所得税又は当該年度の市町村民税の課税関係が判明しない場合の取扱いについては、これが半り明するまでの期間は、前々年分の所得税又は前年度の市町村民税によることとする。
7上記の自己負担限度額は入院時の食事療養費を含む(標準負担額 :所得に応じ1食あたり100円 ～260円 )。
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①
②
③
　
④

自己負担については、1割の定率負担。

定率負担が過大なものとならないよう、所得に応じて1月 当たりの負担限度額を設定。

費用が高額な治療を長期にわたり継続しなければならない(重度かつ継続)者、育成医療の中間所得層

については、更に軽減措置を実施。

食費は自己負担 (生活保護受給者及び生活保護受給者と同等の所得の者を除く)

負担額

医療保険制度

サービス量

①一定所得以上

市町村民税23万 5千円以上

②中間所得2
市町村民税3万3千円以上23万 5千円
未満
③中間所得¬

市町村民税課税以上3万3千円未満

④中間所得
市町村民税課税以上23万 5千円未満

⑤低所得2
市町村民税非課税 (⑥を除く)
⑥低所得1

市町村民税非課税(利用者本人の

年収が80万円以下)

⑦生活保護
生活保護世帯

「重度かつ継続」の範囲

0疾 病、症状等から対象となる者
[更生・育成]腎臓機能・1ヽ腸機能・免疫機能・心臓機能障害(心臓移植後の抗免疫療法に限る)・ 肝臓の機能障害(肝臓移植

後の抗免疫療法に限る)の者
[精神通院]① 統合失調症、躁うつ病・うつ病、てんかん、認知症等の脳機能障害、薬物関連障害 (依存症等)の者

②精神医療に一定以上の経験を有する医師が判断した者

0疾病等に関わらず、高額な費用負担が継続することから対象となる者
[更 生・育成・精神通院] 医療保険の多数該当の者

=9=

更生 医療・

精神通院医療
育 成 医 療 重度かつ継続 利用者負担の区分

(世帯単位 )

対象外 :一定所得以上 一定所得以上

20,000円

中間所得2
10,000円

中間所得2
¬0,000円

中間所得

医療保険の高額

療養費の額

崎韓蹴 の″ι0
ビな重度か 禦 罐

中間所得 1

5,000円
中間所得 1

5,000円定率負担

(1割 )
医療費に応じ 低所得2

5,000円
低所得2
5,000円

低所得2
5,000円

月額負担上限

所得等に応じ
低所得 1

2,500円
低所得¬

2,500円
低所得 1

2,500円



高額療養費の自己負担限度額 (現行) (参考 )
[70歳未満] ( )は多数該当 (過去12カ 月に3回以上高額療養費の支給を受け4回 目に該当)の場合

※ 1 「標準報酬月額」 :4月 から6月の給料・超勤手当・家族手当等の報酬の平均月額をあらかじめ決められた等級別の報酬月額に当てはめるも
の。決定した標準報酬月額は、その年の 9月 から翌年 8月 まで使用する。

※ 2 「旧ただし書き所得」 :収入総額から必要経費、給与所得控除、公的年金等控除等を差し引いたものである総所得金額から、基礎控除 (33万円)をさ
らに差し引いたもの

※ 3 70歳以上の高齢者が複数いる世帯の場合、収入の合計額が520万 円未満 (70歳以上の高齢者が一人の場合、383万円未満)を除〈。
※4 地方税法の規定による市町村民税に係る所得 (退職所得を除く)がない場合 (年金収入のみの場合、年金受給額80万円以下)
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要  件 自己負担限度額 (¬ 月当たり)

上位所得者

[被用者保険]標準報酬月額 (※ ¬)53万円以上
[国保]世帯の年間所得 (旧ただし書き所得 (※ 2))が600万 円以上

150,000円 +(医療費-5001000)Xl%
(多数該当 83,400円 〉

一般
上位所得者、低所得者以外 80,100円 +(医療費-267,000円 )X司 %

(多数該当 44,400円 〉

低所得者
[被用者保険]被 保険者が市町村民税非課税
[国保]世 帯主及び世帯の被保険者全員が市町村民税非課税等

35,400Fヨ

(多数該当 24,600円 〉

701 :以上

要  件 外来 (個人ごと) 自己負担限度額 (¬ 月当たり)

現役並み

所得者

[後期・国保]課税所得145万円以上 (※ 3)

[被用者保険]標準報酬月額28万円以上 (※ 3)
44,000円

80,100円 +(医療費-2671000円 )Xl%
〈多数該当44,400円〉

一般 現役並み所得者、低所得者 I・ Ⅱに該当しない者 12,000円 44,400F弓

低
所
得
者

I

[後期]世 帯員全員が市町村民税非課税
[国保]世 帯主及び世帯の被保険者全員が市町村民税非課税
[被用者保険]被 保険者が市町村民税非課税 等

8,000円

24,600F弓

I

[後期]世 帯員全員の所得が一定以下
[国保]世 帯主及び世帯の被保険者全員の所得が一定以下 (※ 4)
[被用者保険]被 保険者及び被扶養者の所得が一定以下 (※ 4)

等

15,000円



特定疾患治療研究事業の予算額と都道府県べの交付率の推移

別紙8
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-11-



月11砥9

都道府県別の臨床調査個人票のデータ入力率について

データ入力率

100%以上
90%～ 100%
80～ 90%
70%台
20～30%
10%台
5%以下

都道府県数

28
5

6
1

3

1

3

(算出法 )
厚労省への送信済み件数

平成21年度末の受給者証所持者数
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く介饉・福社サービス>
・居宅支援生活事業(市町村事業)
ホームヘルプサービス事業  :実施率 403%
短期入所事業 (ショートステイ):実施率 27396
日常生活用具給付事業:  実施率 514%

『
~~口 ~~ロ ロ ~~― ロ ロ ー ー ー

難病施策概要

<相談・支援>
難病相談支援センター(47都道府県)
・相談・支援
・患者会への支援

男11砥 10

l<就労・雇用支援>
l・難病患者就労支援事業

1・難治性疾患患者雇用開発助成金(バロー
i1 ワーク)               i

<所得保障等>
<国際協力>
<民間サービス>
<居住生活環境支援>
<学校教育>

1_________― ― ― ― ― =

職 覆援 |

希少性・難治性疾患患者

56疾患 :68万人
‐入所日入院:6万人(8.4%)
在宅療養 :1フ万人(24.9%)
60歳未満:45,7%
70歳未満:68,2%
根拠 :難病対策要綱
(予算事業)

<研究・医療>
・特定疾患治療研究事業

医療費助成(56疾患)

・難治性疾患克服研究事業
臨床調査研究130疾患
研究奨励分野214疾患

・ライフイノベーション
・難病情報センター

1_________― ―
|

難治性疾患克服研究事業対象疾患 (臨床調査研究事業130疾患(56疾患を除く):680万 人)
特定疾患治療研究事業(56疾患 :医療受給者証 68万人)→身体障害者手帳取得率:21%

-13-
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障害者自立支援法の給付・事業 (参考 )
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障害者雇用促進法の概要 (参考)

事業主に対する措置

雇
用
義
務
制
度

事業主 /_~″ι、障害者雇用率
=こ
″当するスタの 体障事斉

1 8%
2 1%
2 0%

・知的障害者の雇用を義務づ′チる

(特例子会社)を設立した場合等、雇用率算定の特例も認めている。
各企業の雇用率 (実雇用率)に算定することができる。

民間企業 …………………………………
国、地方公共団体、特殊法人等 … …
都道府県等の教育委員会 ………………

※ 1 大企業等において、障害者を多数雇用する等一定の要件を満たす会社
※ 2 精神障害者 (手帳所持者)については、雇用義務の対象ではないが、

納
付
金
制
度

納

付

金

・
調
整

金

障害者 の雇用′こ″ラ事業主 の経済的負 /_Fの調整を図る

O 障害者雇用納付金 (雇用率未達成事業主)  不足 1人 月額 5万円徴収   (適用対象 :常用労働者200人超)
O 障害者雇用調整金 (雇用率達成事業主)   超過 1人 月額 2万 7千円支給 (適用対象 :常用労働者200人超)
※1 平成27年 4月 より100人を超える事業主に拡大。
※2 この他、200人以下 (平成27年 4月 より100人以下)の事業主については報奨金制度あり。
(障害者を4%又は6人のいずれか多い人数を超えて雇用する場合、超過 1人月額 2万 1千円支給)

・ 上記のほか、在宅就業障害者に仕事を発注する事業主に対する特例調整金・特例報奨金の制度がある。(在宅就業障害者支援制度)

各
種

助

成
金

け害者 を層 ι
'ス
カル _―めの般 の設置、

・障害者作業施設設置等助成金
・障害者介助等助成金        等

介助者の配置等1こ助成金を支給

職
業
リ
ハ
ビ
リ
テ

ー
シ
ョ
ン
の
実
施

者本人に対する措置

地域 のグ労支凋″κ″漏 4」おι'て障害者
の職業生活′こお/%自立を支援 <福祉施策との有機的な連携を図 グつつ推進 >

○ ハローワーク(全国545か所)
障害者の態様に応じた職業紹介、職業指導、求人開拓等

O地 域障害者職業センター (全国47か所)
専門的な職業リハビリテーションサービスの実施

○ 障害者就業・生活支援センター (全国310か所)

就業・生活両面にわたる相談・支援

(職業評価、準備訓練、ジョブコーチ等)
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小児慢性特定疾患治療研究事業の概要 別紙11

○ ′Jヽ児慢性疾患のうち、小児がんなど特定の疾患については、その治療が長期間にわたり、医療費の負担
も高額となることからその治療の確立と普及を図り、併せて患者家庭の医療費の負担軽減にも資するため、

医療費の自己負担分を補助する制度。

事業の概要

○ 対象年齢 18歳未満の児童 (ただし、 18歳到達時点において本事業の対象になつており、かつ、
18歳到達後も引き続き治療が必要と認められる場合には、20歳未満の者を含む。)
児童福祉法第 21条の 5、 第53条の 2
都道府県・指定都市・中核市
1/2(負 担割合 :国 1/2、 都道府県・指定都市・中核市 1/2)
保護者の所得に応じて、治療に要した費用について一部自己負担がある。ただし、重症
患者に認定された場合は自己負担はなし。

○

○

○

○

補助根拠

実施主体
補助率

自己負担

○

○

　

○

　

○

沿 革

昭和 43年度から計上
昭和 49年度 整理統合 し4疾患を新たに加え、 9疾患群

からなる現行制度を創設。
新たに神経・筋疾患を加え、 10疾患群と
する。
児童福祉法に基づく法律補助事業として実

施するとともに、慢性消化器疾患群を追加

し11疾患群とする。また、日常生活用具
給付事業などの福祉サービスも実施。

平成 2年度

平成 1フ 年度

対象疾患

悪性新生物
慢性腎疾患

慢性呼吸器疾患
慢性心疾患
内分泌疾患

膠原病
糖尿病
先天性代謝異常
血友病等血液・

神経・筋疾患
慢性消化器疾患

11疾患群 (514疾患)
※H22年度給付人数
108,790人

※H22年度総事業費

①
②
③
④
⑤
⑥
⑦
③
⑨
⑩
①

251億円

-16-
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平成24年度 難病対策に関する概算要求予算の概要 資料2

○難治性疾患克服研究事業等 100億 円 (100億 円)
難病の診断・治療法の開発を促進するため、難病に関する調査 0研究や「健康長寿社会実現のためのライ
フ 0イノベーシ∃ンプロジェクト」を引き続き推進するとともに、国際ネットワークヘの参力口等を通じて、疾
病対策の国際的連携の構築を図る。

○特定疾患治療研究事業 300イ意円 (280イ意円)
原因が不明であつて、治療法が確立していない特定疾患に関する医療の確立、普及を図るとともに、患者の

医療費の負担軽減を図る。

○難病相談・支援センター事業 166百 万円 (166百 万円 )
難病患者のもつ様々な二一ズに対応したきめ細かな相談支援が行えるよう、都道府県毎の活動拠点となる
「難病相談・支援センター」を設置し、地域における難病患者支援対策を一層推進する。

○重症難病患者入院施設確保事業 154百 万円 (154百 万円 )
都道府県毎に難病医療連絡協議会、難病医療拠点病院・協力病院を設置し、入院治療が必要となつた重症難
病患者に対する適切な入院施設の確保等を行う事業に加え、在宅療養中の重症難病患者のレスパイト入院のた
めの病床を確保するための事業を行うことにより、病院医療体制の整備を図る。

○難病患者等居宅生活支援事業                     207百 万円 (207百万円)
地域における難病患者等の日常生活を支援することにより、難病患者等の自立と社会参加を促進する。

○難病患者サポート事業                        20百 万円 ( 20百万円)
患者・患者家族の療養や生活上の不安、ス トレスを解消するため、患者団体等を対象にサポート事業を創設
し、難病患者支援策の充実を図る。

再濯已讐哲片詮ヂ予六狸邊虔勢はオ¬ 安全な生活を営めるよう、在宅難病患者への色常轟 覇 易
強化のため、医療・介護従事者研修の実施や災害時の緊急対応に備え、重症神経難病患者の受入機関確保のた
めの全国専門医療機関ネットワークの構築等を通じて包括的な支援体制の充実・強化を図る。

○難治1生疾患患者雇用開発助成金                      145百 万円 (145百万円)
難病のある人を雇用し、適切な雇用管理等を行つた事業主に対する助成を行うことにより、難病のある人の

就労を支援するとともに、その雇用管理上の課題等の把握を行う。
※ ( )内は平成 23年度予算額



平成 24年度小児慢性特定疾患治療研究事業関係

概算予算要求の概要
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1小児慢性特定疾患対策の推進 13,177百 万円 (12,837百 万円 )|
L__… ___口 _中 ― 中― ― ― 中― ― ― ― ― ―― ‐ 一 … ― …… …― 中― ‐ ― ロー ー ー …  :

1.小児慢性特定疾患治療研究事業   13,131百 万円 (12,791百 万円 )
小児慢性疾患のうち、小児がんなど特定の疾患にかかり、長期間の療養を必要と

する児童等の健全育成を図るため、その治療の確立と普及を図り、併せて患者家庭

の医療費の負担軽減にも資するよう、医療費の自己負担分の一音「を補助するもので

ある。

※予算額等の推移

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

予算額 (千円) 10,803,621 10,876,280 10,933,128 11,409,568 12,791,445

交付申請額 (① ) 11,369,455 11,978,342 12,506,941 12,525,676

交付決定額 (② ) 10,803,621 10,876,280 10,933,128 11,409,568

交付率 (②/① ) 95.00/0 90.80/0 87.4% 911%

給付人数 105,409人 106,368人 107,894人 108,790人

2.小児慢性特定疾患児日常生活用具給付事業   46百 万円 (46百万円)
日常生活を営むのに著しく支障のある在宅の小児慢性特定疾患児に対し日常生

活用具を給付することで、日常生活の便宜を図る。

3.小児慢性特定疾患児ピアカウンセリング事業  母子保健医療対策等総合支援事業
10,706百万円 (9,871百 万円)の内数

小児慢性特定疾患児を養育していた者等による相談を行い、日常生活における健

康の保持増進及び福祉の向上を図る。



資料4

高額療養費の見直しの検討状況について

(社会保障審議会医療保険部会資料抜粋 )

平成23年 11月 1日

厚生労働省保険局



社会保障・税一体改革成案 (抄)(高 額療養費関係 )
(平成23年 6月 30日政府・与党社会保障改革検討本部決定、7月 1日閣議報告)

I 社会保障改革の全体像

1 社会保障改革の基本的考え方 ～「中規模・塙 機能な社金保障上の実現を目指して
(略 )

以上のような改革の基本的考え方にたち、必要な社会保障の機能強化を確実に実施し、同時に社会保

障全体の持続可能性の確保を図るため、以下の諸点に留意しつつ、制度全般にわたる改革を行う。

①  (略 )
② 必要な機能の充実と徹底した給付の重点化・制度運営の効率化を同時に行い、真に必要な給付を確
実に確保しつつ負担の最適化を図り、国民の信頼に応え得る高機能で中長期的に持続可能な制度を実

現する。

③～⑤  (略 )

2 改革の優先順位と個別分野における具体的改革の方向
(2)個別分野における具体的改革

<個別分野における主な改革項目 (充実/重点化・効率化)>
Ⅱ 医療・介護等
○ 保険者機能の強化を通じて、医療・介護保険制度のセーフティネット機能の強化・給付の重点化など

を図る。

c)高度 口長期医療への対応 (セーフティネット機能の強化)と給付の重点化
・ 高額療養費の見直しによる負担軽減と、その規模に応じた受診時定額負担等の併せた検討 (病院・診

療所の役割分担を踏まえた外来受診の適正化も検討)。 ただし、受診時定額負担については低所得者

に配慮。



高額療養費の見直しに関する基本的な考え方

《医療保険を取り巻く状況》

O経 済状況が悪化する中、医療費・提出金の負担の増加により、
医療保険者の財政状況は非常に厳しい。

O医 療の高度化や急速な高齢化、医療提供体制の機能強化等により、
医療費は今後もGDPの伸びを大きく上回つて増大する見込み。
これを賄うための

慢性骨髄性白血病の治療 (グリベック錠を服用する場合)

医療費 (年間)約400～ 6∞万円
→ 70歳未満の一般所得者の場合、高額療養費により、現

行は年間約64万円の自己負担

市町村国保の平均保険料 (税 )(年間、介護分含む)
約80万円(H17年度)→約91万円(21年度。13%増 )

協会けんぱの平均保険料率
82%(H21年度)→95%(23年度。16%増 )

≪受診時定額負担 ≫

0今 後、保険料,公費・自己負担の規模が増大す
る中で、セーフティネット機能を強化(高額な医療
費にかかる自己負担を軽減)するため、相対的に
医療費の負担が小さい場合の負担のあり方を見
直すなど、給付を重点化(改正により、患者負担
の規模を変えるものではない)。

(参考)外来 (入院外)の受診回数(H22年3月 平均)

後期高齢者医療   約37回 (患者当たり)
国民健康保険    約27回 (患者当たり)
協会けんば、健保組合 約21回 (患者当たり)

セーフシ ネット

機能の強化の規

模に応じて、給

付の重点化を併

せて実施

2

≪セ■フティネット機能 ≫

0高 額療養費制度により、所得に応じた自己負担の上
暉キ濤中しており、実効給付率は継続的に上昇。高額
療養費はt国民医農費め伸びを大きく上回つて増加.

0他 方、高額療養費については、
日高額な治療薬の長期服用により、医療費負担の重い
患者が増加
・ 一般所得者の所得区分の年収の幅が大きいため、主

の負担が重く、また近年



医療保険財政の状況について‐
協会けんぼ

○ リーマンショックによる被保険者の報酬の下落等により、平成21年度に約4900億円の単年度収支赤
字が発生 (これまでの積立金を取り崩してもなお約3200億円の累積赤字)。

保険料を引き上げるとともに (3.2%→9.34%(22年度)→9.5%(23年度))、 22年度から3年間、
以下の財政再建の特例措置を実施。

①国庫補助率の引上げ (13%→ 164%)
②後期高齢者支援金 (1/3)への総報酬割の導入
③単年度収支均衡原則の緩和 (平成21年度末の累積債務を3年間で解消)

0 24年度は、直近の報酬の状況や高齢者への拠出金負担を踏まえると、保険料率が10.2%となる見込
み (23年 10月 4日協会けんぼで24年度の収支見込みを公表)。

平成22年度は、約4200億円の経常収支赤字の見込み (21年度の約5200億円に次ぐ大幅な赤字)

全組合 (1458組合)の約 8割 (1115組合)が経常収支赤字。
平均保険料率 :7450/0(21年度)→767%(22年度)→793%(23年度予算早期集計)

〇 無所得者・失業者・非正規労働者等の低所得者や、高齢者が多く加入するといつた構造的な問題を
抱え、市町村の一般会計からの多額の法定外繰入れを要するなど、保険財政は恒常的に厳しい状況。

(平成21年度決算)
。法定外一般会計繰入 (決算補填分)3,144億円 (決算補填分以外を含む場合3,601億円)
・前年度繰上充用         1,833億 円

0 2年 を一期とする財政運営を行つている。平成20・ 21年度の財政運営期間における合計収支差 (約
1,900億 円)は、保険料上昇抑制のために、財政安定化基金とあわせその大部分を活用し、平均保険料
の伸びを0にまで抑制したが、22・ 23年度の財政運営期間ではこれほどの剰余は生じない見込み。そ

の結果、24・ 25年度の保険料は、実質 4年分の伸びを反映して一定程度上昇する見込み。



高額療養費によるセーフティネット機能と支給実績

現在でも、高額療養費によつて、患者
負担は、定率負担よりも低い水準に抑
えられています。

(1)高額療養費の支給額は、10年間で2倍程度に増加
(平成20年度実績:1兆7千億円)

(注 1)13年度の支給額の減少の理由は、13年 1月から医療保険の自己負担限度額に上位所得者の区分を設けたことりによる。
(注2)15年度の大幅な支給額の増加は、14年 10月 から老人保健制度に1割負担(すべての医療機関)を導入したこと、15年 4月 から健保本人の自己負担割合を2割負担から3割負担に引き上げたこと等による。

4

、高額な医療にかかつても家計が破たんしないよう、0医 療保険制度では、高額な医療にかかつても家計が破たんしないよう、高額療養責によって所得に応じた自己負担の上限を設定し、
による患者負担に歯止めを置いている。この結果、実効給付率は、約83.0%(平成20年度)となつている。
O高額療養費の支給実績は、定率負担の引き上げ等に伴い、医療費の伸びを大きく上回って増加(10年間で2倍程度に。平成20年度実績 :

7千億 円 )^医療 の高度化等 によって、今後も医療費の伸びを大きく上 回つて増カロするこ

医療費が50万円 かかつた場合
窓口負担(3割)J5万円

70歳未満 :月 35,400円 (4月 日から24,600円 )
70歳以上 :月 24,600円 (特に所得が低い方は15,000円 )、 外来8000円

0-般 所得者の自己負担の上限 (現行 )
70歳未満 :月 80,100円 +(医療費-267万 円)Xl%(4月 日から44,400円 )
70歳以上 :月 44,400円 、外来12,000円

1実質的な患者負担率 (平成20年度)

1辮  ち1.lみ視 |
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`L__●(注)負担率の針算では予算措置による70歳～フ4臓

の患者負担補填分は含んでいない。

(2)高額療養費の伸びは、自己負担割合の引上げや医療の高度化
等に伴い、国民医療費の伸びを大きく上回つている。

0国民医療費、高額療養費の指数変化(平成10年度を100とした場合)
(億円)
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要 件 自己負担限度額 (1月 当たり)

上位所得者

[被用者保険]標 準報酬月額 (※ 1)53万 円以上
[国保]世 帯の年間所得 (旧ただし書き所得 (※ 2))が 600万 円

以上

150,000円 +(医療費-500,000)Xl%
く多数該当 83,400円〉

一般
上位所得者、低所得者以外 80,100円 +(医療費-267,000円 )Xl%

く多数該当 44,400円〉

低所得者
[被用者保険]被保険者が市町村民税非課税
[国保]世帯主及び世帯の被保険者全員が市町村民税非課税等

35,400円

(多数該当 24,600円〉

高額療養費の自己負担限度額 (現行)
[70歳未満] く 〉は多数該当 (過去12カ 月に3回以上高額療養費の支給を受け4回目に該当)の場合

[70歳以上]

「標準報酬月額」 :4月 から6月 の給料・超勤手当・尿藤手当寺の積酬の半珂月
はめるもの。決定した標準報酬月額は、その年の 9月から翌年 8月 まで使用する。

※2 「旧ただし書き所得」 :収入総額から必要経費、給与所得控除、公的年金等控除等を差し引いたものである総所得金額から、基礎控除 (33

茶,躙 躁   
〔魯貰裏2揉倉滸輝蝠 T弼月鎖評Ъg!撃埜歳実房雰雰奪暮全窪茎皇籍盤:3ξイ政マ)除

く。
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要 件 外来 (個人ごと)1   自己負担限度額 (1月 当たり)

現役並み

所得者

[後期・国保]課税所得145万円以上 (※ 3)

[被用者保険]標準報酬月額28万円以上 (※ 3)
44,000R

80,100円 +(医療費-267,000円 )Xl%
く多数該当44,400円〉

一般 現役並み所得者、低所得者 I・ Iに該当しない者 12,000円 44,400円

低
所
得
者

Ⅱ

[後期]世 帯員全員が市町村民税非課税
[国保]世 帯主及び世帯の被保険者全員が市町村民税
・非課税

[被用者保険]被 保険者が市町村民税非課税 等
8,000H

24,600H

I

[後期]世 帯員全員の所得が一定以下
[国保]世 帯主及び世帯の被保険者全員の所得が一定
以下 (※ 4)

[被用者保険]被 保険者及び被扶養者の所得が一定以
下 (※ 4)等

15,000H

※ 1 月額」 :4月 から6月 の給料・超勤手当・家族手当等の報酬の平均月額を古ぅらかじめ決められた等級別の報酬月額に当て



平成22年の医療保険部会における高額療養費制度の見直しの検討経過

平成22年の医療保険部会の検討経過

平成22年
7月 14日  ・患者団体等から厚生労働省に対して提出された各種要望書を議論の場に提供、改善要望について議論

9月  8日  ・難治性疾患対策の現状について説明
・年収300万円以下の者の自己負担限度額を見直した場合の試算を提示
※2600億円の給付増の財政影響 (保険料1700億円増、公費900億円増)

10月 27日  ・上位所得者 (年収約800万円以上)の 自己負担限度額を見直した場合の試算を提示
※360億円の給付減の財政影響 (保険料300億円減、公費60億円減)

12月  2日  ・外来診療における高額療養費の現物給付化 (24年度～)について了承

平成22年の医療保険部会における主な意見

く一般所得のうち所得が低い者の自己負担限度額の見直しについて>
・ 現在の保険財政の状況では、給付改善のため、保険料を引き上げるという状況にはない。

・ 厳しい財政状況を踏まえ、各保険者ベースで財政中立となる改正とすべき。どうしてもやるのであれば、保険者
の負担ではなく、全額国費でやるべき。

。 国保では上位所得者が少ないので、上位所得者の負担を引き上げても、必要な財源を賄うことはできない。

<疾病ごとに自己負担を軽減 (月 1万円負担)することについて>
・ 慢性骨髄性白血病、消化管間質腫瘍、リウマチなど要望がある6疾病ぐらいは、高額長期疾病への追加を早急に
対応すべき。

・ 個別疾病の医療費負担をどう軽減するかは、疾病対策として議論すべき。医療保険制度では、個別疾病対策は極
力抑制的に考えるべき。

・ 個別の要望を全部聞くことができればいいが、そうでないときの線引きが非常に難しい。公平性をどうやつて担
保するのか。所得に着目した線引きでの方向を検討してはどうか。
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高額療養費の見直しについて

○ 高額療養費の改善については、例えば、以下のような方法が考えられる。

① 非課税世帯ではない中低所得者の自己負担を軽減する方法として、例えば、現在の一
般所得者の区分を細分化して、自己負担限度額をきめ細かく設定してはどうか。

② 自己負担限度額が月単位のため、年間医療費が同じでも高額療養費が支給されない場
合や長期にわたつて負担が重い場合があるので、自己負担限度額に年間の上限額を設け
てはどうか。

○ 現行制度は、財政力に応じて制度ごとの公費負担が異なり、75歳未満は職域 口地域単
位で縦割りとなつている。

高額療養費の改善 (給付増)は、特に低所得者が多い市町村国保の保険料負担と公費負
担に大きな影響があり、個別制度ベースで財政中立とする必要がある。

フ



高額療養費の見直しのイメージ (案 )
一体改革成案の「2015年度ベースで公費1300億円」の規模 (※)の見直しを想定したもの (一般所得者の区分の
細分化と年間上限額の設定)であり、低所得者の軽減の規模によって内容は変わる。
(※)一体改革成案の工程表では、「受診時定額負担等 (高額療養費の見直しによる負担軽減の規模に応じて実
施。例えば、初診・再診時100円の場合、公費1300億円)ただし、低所得者に配慮」としている。

[現行 ]

≪上位所得者》

当初 3ヶ月 :150,000円  4月 日～
+(医療費-500,000)Xl%

[見直しのイメージ案]

≪上位所得者》

:軸
)詢 … … …

:則
… …

¨

(※ 1)83,000円 ×12月

７０
歳
未
満

《一般所得者》

当初 3ヶ月 :80,100円
+(医療費-267,000)Xl%

4月 日～  :44,400円

≪年収600万円以上 (一般所得者)≫

当初 3ヶ月 :80,000円 4月 日～ :44,000円   年間上限 :501.000円 (※ 5)

≪年収3∞万円～600万円 (一般所得者)》

当初 3ヶ月 :62,000円 (※0 4月 日～ :44.000円   年間上限 :501.000円 (※
"

《年収300万円以下 (一般所得者)》

当初 3ヶ月 :44,000円 〈※2)4月 日～ :35,000円 (※ 3)年間上限 :378.000円 (※ 6)

Ｉ

Ａ

齢

甲

Ｉ

(※ 2)現行の4月 日以降とほぼ同じ額  (※ 3)低所得者の当初3カ月とほぼ同じ額
(※ 4)年収600万円以上と300万円以下の中間の額  (※ 5)44,000円 ×12月 ×95% (※ 6)35,000円 ×12月 ×90%

≪低所得者 (住民税非課税)≫

当初 3ヶ月 :35.400円  4月 日～ :m)≪ 』霧[了」:Ш l:目 竺 柳 軋 悧 ,m陶

(※ 7)24,000円 ×12月 ×90%
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[現行]

≪現役並み所得者≫

当初 3ヶ 月 :80.100円  4月 日～
+(医療費-267,000)Xl%

【外来 :44.400円 】

:44.400円

[見直しのイメージ案]

≪現役並み所得者 (年収600万円以上)》 ※70歳未満の一般所得者と平仄とつた

当初3ヶ 月 :80,000円  4月 日～ :44,000円  年間上限 :501.000円
【外来 :44.000円】

≪現役並み所得者 (年収600万円以下)》 ※70歳未満の一般所得者と平仄とつた

当初3ヶ 月 :62.000円  4月 日～ :44000円  年間上限 :501.000円
【外来 :44.000円 】

７０
歳
以
上

《一般所得者》

44,400円 (※8) 【外来 12,000円 】 (※ 9)

(※8)2害」負担では62,100円
(※ 9)2割負担では24,600円

≪一般所得者》 ※70歳未満の年収300万円以下と平仄とつた

当初 3ヶ月 :44.000円  4月 目～ :35.000円  年間上限 :378,000円
【外来 :12,000円 】 (※ 1の

(※ 10)2割負担では24,000円

入
Ｄ
γ

≪低所得者 I

24.600円

≪低所得者 I

15.000円

(住民税非課税)≫

【外来 :8.000円 】

(住民税非課税)》

【外来 :8000円】

《低所得者 肛

24.000Fヨ

≪低所得者 I

15.000円

(住民税非課税)≫

【外来 :7.500円 】

(住民税非課税)》

【外来 :7.500円】

―
凸
圏
Ｖ
Ｉ

年間上限 :259.000円 (※ H)

(※ H)24,000円 X12月 ×90%

年間上限 :162.000円 (※ 12)

(※ 12)15,000円 X12月 ×90%
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年間上限額の設定の考え方 (案 )
0 高額療養費が月単位で算定されるために支給されない場合がある問題を解消するとともに、長期に高額な医療にか
かる患者の負担を軽減するために、多数該当の場合の自己負担限度額を基準として、年間での自己負担の上限額を設
ける3
0 その場合、年間で実際に負担した額の合計額が上限額を超えた場合に事後に償還する仕組みとする。

【現行の自己負担限度額】
一般所得者の場合 (21,000円 以上のレセプトのみが対象)
1~~~~=¨ ¨…■~~~~~― ――¨――――――――――――――――――――― 年間での自己負担の累計額

80,100円 +
医療費 1%分の変動

639,900円 +当初3月 の医療費¬%分

2年目

」』 旦 _:旦 ■ ■ F_目 _■層目 9月 日 10月 日 12月 目 : 13月 日

(課題)

① 現行制度でも4月 日以降に自己負担の上限を軽減している
(多数該当)が、医療の高度化等により、高額な薬剤の長期
の服用など、長期に高額な負担がかかる患者が生じている。

② 毎月の自己負担額が7万円程度 (年間で84万円程度)の場
合、当初3ヶ月で自己負担限度額 (80100円 )に満たないため、
高額療養費が支給されない。

【年間上限額を設定】
一般所得者 (年収600万円以上)の場合 (21,000円以上のレセプ

② 毎月の自己負担額が7万円程度(年間で84万円程度)の場合で
も、高額療養費が支給される(実質的に4月 日以降の軽減した自己
負担と同程度の負担となる)。

年間上限額を超える部分を事後に

支給された場合の実質的な負担水準

44,400円

卜のみが対象)

① l年 目に年間で9カ月以上、高額療養費に該当するケースでは、
事後に年間上限を超える額が償還される(実質的な負担を軽減)。

(1年目に年間で9カ月該当する場合は、自己負担の合計は8万円×3カ月
+44万円X6カ月=504万円であり、年間上限501万円に該当)

80,000円 (医療費1%分は廃止 )

44,000円

1月 日 2月 日 3月 日 4月 ν 9月 日 10月 日 12月 日 1

③ 2年目以降も、12カ月間継続して該当する場合には、1月当たり
の実質的な負担が44000円よりも軽減される。



高額療養費の見直しによる財政影響 (2015年度ベース)

○ 一体改革成案に盛り込まれた「2015年度ベースで公費1300億円Jの規模の見直しを想定。
O 国保は低所得者が多く財政影響が大きいため、財政中立とするためには、受診時定額負担に加えて、公費の拡充も
必要。税制抜本改革と併せて国保の財政基盤の強化の中で、低所得者の高額療養費の財政支援を検討。

○ 給付率が変化した場合に経験的に得られている医療費の増減の効果 (いわゆる長瀬効果)を見込んでいる。この効
果を見込まない場合の影響額は、記載している影響額の半分程度となる。

《高額療養費の見直し》

給付費 保険料+公費
保険料 公費

総計 約3600億円 約3600億 円 約2500億円 約1200億円

協会けんぽ 約800億円 約1100億円 約900億円 約200億円

健保組合 約400億円 約700億円 約700億円

共済組合 約100億円 約200億円 約200億円

市町村国保 約1500億円 約1200億円 約500億円 約700億円

後期医療 約700億円 約300億円 約50億円 約300億円

(注 1)100億円以下の数字は10億円単位で、100億円以上の数字は100億円単位で四捨五入しているため、合計の数字が一致
しない場合がある。

(注 2)前期財政調整及び後期高齢者支援金の影響により、制度別にみると、「給付費への影響」と「保険料及び公費への
影響」は異なる。

(注 3)70歳未満は、世帯合算の要件 (自 己負担が 2万 1千円以上のレセプトを合算対象)を変えない場合の試算。
(注 4)低所得者の多い国保に対する財政支援は上記試算に含まれておらず、別途検討する。

「
―



受診時定額負担の仕組みについて (案 )

○ 受診時定額負担は、定率負担に定額負担を加えた額を自己負担とする仕組みが考えられる (医療費が高額になる場
合、定額負担は高額療養費の対象となる)。

O 医療保険がカバーする範囲をせばめる「保険免責制」とは異なる。医療保険がカバーする病気の範囲は変わらな
い 。

○ 現行制度は、高額療養費で定率負担に一定の歯止めをかけており、いわば「定率負担と併せて、患者の家計を考慮
して自己負担の水準が変わる仕組み」としている。このため、定率負担と併せて、患者の家計を考慮して、家計の負
担にならない程度の低額の負担であれば、これまでの自己負担の設定の考え方を変えるものではない。

9参葛健康鷹♂建彗瓢≒秘葱燿平癬 梓義E撃製議先昇47割の給付を維持する」としている。
附 則
第2条 医療保険各法に規定する被保険者及び被扶養者の医療に係る給付の割合については、将来にわたり百分の七十を維持するものとする。

※ 例えば、100円 を自已負担として設定した場合 (医療費5000円 の例 )

受診時に低額の自己負担を設定した場合

く高齢者 :1割負担>

保険給付の

対象医療費
5000F]

医療費の一定額を保険給付外と
するもの (免責制)

定率の一部負担金

受診時定額負担は、
医療保険がカバーす
る範囲をせばめる「免

責制」とは異なる。

―
白
軍
‥

保険給付の

対象医療費

患者の負担

<一般 :3割負担>

自己負担額計 1600円 自己負担額計 600円

一部負担金



受診時定額負担の財政影響 (粗い試算)

○ 一体改革成案に盛り込まれた「例えば、初診・再診時100円の場合」の財政影響を試算。

O給 付率が変化した場合に経験的に得られている医療費の増減の効果(いわゆる長瀬効果)を見込んでいる。この効果を
見込まない場合の影響額は、記載している影響額の半分程度となる。

○「低所得者への配慮」による財政影響は含んでいないので、軽減措置を講じることで財政影響の効果は小さくなる。

特に、低所得者が多い市町村国保では、保険料負担と公費負担の財政改善の効果は小さくなる。

≪初診 口再診で100円 を設定した場合》 (低所得者の軽減措置分は財政影響に入つていない)

給付費 保険料十公費 保険料 公費

総計 ▲約4100億円 ▲約4100億円 ▲約2900億円 ▲約1300億円

協会けんぱ ▲約800億円 ▲約1200億円 ▲約1000億円 ▲約200億円

健保組合 ▲約700億円 ▲約1000億円 ▲約1000億円

共済組合 ▲約200億円 ▲約300億円 ▲約300億円

市町村国保 ▲約1300億円 ▲約900億円 ▲約400億円 ▲約500億円

後期医療 ▲約1000億円 ▲約600億円 ▲約80億円 ▲約500億円

平成23年度予算ベース。受診回数については、将来の変化は無いものと仮定し、平成21年度実績を用いた。

1,0億円以下の数字は10億円単位で、100億円以上の数字は100億円単位で四捨五入している。

前期財政調整及び後期高齢者支援金の影響により、制度別にみると、「給付費への影響」と「保険料及び公費
への影響」は異なる

(注 1

(注 2
(注 3
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受診時定額負担の低所得者への配慮について

○ 仮に 100円程度の負担とした場合、低所得者の軽減措置をどのように考えるか。

O 現行の高額療養費制度では、低所得者の範囲として、全世代で共通の基準として「市町村民税非課税J
としている。

今回の制度でも、①国民への分かりやすさ、②高額療養費や食費負担など自己負担の水準の仕組みにお
いて、現在の基準以外に別の区分を作る必要がなく、制度体系への影響が小さい、③実務上も現在の食事
療養標準負担額の減額認定証を活用できる等を考慮すると、「市町村民税非課税」を低所得者の範囲とす
ることが考えられるが、どうか。

(参考)『市町村民税非課税」の対象者数 (H21年度平均値):約 1,7∞万人 (加入者全体の約15%)
国保(約 1170万人)、 後期高齢(約500万人)、 協会けんぽ(約 12万人)、 健保組合(約 2万人)の計

《低所得者への軽減措置の財政影響の機械的な試算》

仮に、受診時定額負担を一律に 100円と設定した場合、低所得者が負担する相当分の受診時定額負担は、
給付費ベースで 約800億円 (う ち保険料400億円、公費400億円) と見込まれる。

したがつて、軽減措置による財政影響は、その措置の内容に応じて、この額の範囲となる。

14



障害者施策の検討状況について                         1 資料5 1   
‐

民主党マニフェス ト2009(抄 )

「障害者自立支援法」は廃止し、「制度の谷間Jがなく、サービスの利用者負担を応能負担とする障がい者総合福祉法
(仮称)を制定する。

障害者制度哉革め推進めための基本的な方向にっぃて (平成 22年 6月 29日 閣議決定)(抄 )〕

第2 障害者制度改革の基本的方向と今後の進め方
2 横断的課題における改革の基本的方向と今後の進め方
(3)「障害者総合福祉法」 (仮称)の制定
応益負担を原則とする現行の障害者自立支援法 (平成17年法律第123号 )を廃上し、制度の谷間のない支援の提供、個々の
ニーズに基づいた地域生活支援体系の整備等を内容とする「障害者総合福祉法」 (仮称)の制定に向け、第一次意見に
沿つて必要な検討を行い、平成24年常会への法案提出、25年 8月 までの施行を目指す。

障害者総合福祉法の骨格に関する総合福祉部会の提言 (平成23年 8月 30日障がい者制度改革推進会議総合福祉部会).

※難病に関する記載 (抜粋)
1.障害者総合福祉法の骨格提言 I-2 障害 (者)の範囲
【表題】法の対象規定
【結論】O(中略)心身の機能の障害には、慢性疾患に伴う機能障害を含むものとする。

I 関連する他の法律や分野との関係 Ⅲ-1 医療
【表題】難病等のある障害者の医療と地域生活

【結論】0 難病その他の希少疾患等のある障害者にとつては、身近なところで専門性のある医療を受けることができる
体制及び医療を受けなが ら働き続けることのできる就労環境が求め られ、このための法令の整備が必要である。

O 難病等につしヽて検

小宮山大臣閣議後記者会見概要 (平成23年 9月 27日 )(抄 )
(中略)「障害者総合福祉法の骨格に関する総合福祉部会の提言」について、 (中略)私の方から発言をいたしました。
(中略)提言の内容は、障害当事者のみなさんの思いが込められたものであり、段階的・計画的に実現を目指していくもの
と受け止めているということ、もう1つは、厚生労働省としては、与党ともご相談をしながら、まずは来年の通常国会ヘ

の法案提出を目指して検討作業を進めていきたいという発言をいたしました。 (以下略)


